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外資ネガティブリストが改定されました

（改正のポイント）

1.    小売業・・・資本金額2500万ペソ未満の小売業については、40％までの外資を認める

2.    電気通信事業・・・100％外資を認める。（但し、相互主義の原則で50％に制限される

　　場合も）

3.    再生可能エネルギー事業・・・100％外資を認める。（但し、自然水源からの取水による

　　水力発電は40％規制）

4.    政府インフラプロジェクト・・・フィリピン企業が技術を持たない分野については、外資75％

　　までを認める。

5.    軍需品事業・・・外資40％規制（新規）

・「小売業」の定義・・・曖昧な部分がありますが、SEC統一見解としては、

　　　　「一般消費者向けに消費用の商品等を継続的に直接販売する行為」と定義しています。

ただし、以下を小売業に該当しないものとして除外しています。

(a) 製造者・加工業者・労働者による自社製品の一般向け販売（資本金１０万ペソ以下）

(b) 農家による自家農産物販売

　　　　　(c) ホテル・旅館経営者によるレストラン営業（レストラン営業がホテル事業に付随　

する場合）　　　　・一般のレストランは小売業に該当します。

(d) 製造者が、自ら製造・加工・組立した製品を単一店舗で販売する場合

（資本金額に関係なし）

　　　　　(e) 工業用・商業用ユーザーへの販売 （購入物を一般向けサービス提供や製造   活動

に使用する場合）

(f) 政府機関・政府所有支配法人への販売

ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

外国からのフィリピンへの投資については、憲法・特別法等により規制されています。
実務的には、Executive Order（大統領令）により「ネガティブリスト」として数年毎に

更改され（大統領権限により改正可能な項目のみ）　今回は、2026年5月2日に第13次ネ

ガティブリストが施行されました。4年振りの改定になります。　改正点のポイントと
小売業についての弊所コメントをご参照下さい。

・従前は資本金額2500万ペソ未満は外資「0％」とされていましたので、大幅な緩和です。小規
模小売業(店舗)参入が容易になりました。


